
令和２年和光市議会３月定例会

提出議案の概要

和光市



諮問第 １ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

担 当 総務人権課

【目的】

人権擁護委員山﨑すみ子氏の任期が令和２年６月３０日をもって満了となるため、引

き続き同氏を推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見

を求めるものです。
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議 案 第 １ 号 和光市副市長の選任について

担 当 職員課

【目的】

和光市副市長の大島秀彦氏の任期が令和２年３月３１日をもって満了となることか

ら、引き続き同氏を選任することについて議会の同意を得たいので、地方自治法第１

６２条の規定により、この案を提出するものです。

-2-



議案第 ２ 号 和光市固定資産評価審査委員会委員の選任について

担 当 職員課

【目的】

和光市固定資産評価審査委員会委員の横室静男氏の任期が令和２年３月７日をもっ

て満了となることから、引き続き同氏を選任することについて、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求めるものです。
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議 案 第 ３ 号 和光市印鑑条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 戸籍住民課

【目的】

成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人になることを理由に不当に差別さ

れないように、各制度ごとに必要な能力の有無を判断する規定を整備した「成年被後

見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律

」（令和元年法律第３７号）の施行に伴い、印鑑登録証明事務処理要領（昭和４９年

自治振第１０号自治省行政局振興課長から各都道府県総務部長あて通知）の一部改正

を行ったため、成年被後見人において、令和元年１２月１４日から印鑑登録が可能と

なったため、所要の改正を行うものです。

【内容】

改正の要点

⑴ 登録資格に関する改正

印鑑登録証明事務処理要領の一部改正に伴い、成年被後見人おいて、登録可能

となったことから、意思能力を有しない者（１５歳未満の者を除く）の規定内容

として改正いたします。

⑵ 文言の整理

印鑑の登録制限について、記録から記載として文章に加えます。

印鑑登録原票について、法令条文を文面から削除を行います。

【施行期日】

公布の日から施行する。
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議案第 ４号 和光市監査委員条例及び和光市水道事業及び下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 監査委員事務局、上下水道部企業経営課

【目的】

平成２９年法律第５４号による地方自治法の一部改正に伴い、令和２年４月１日よ

り、本条例の引用条項が変わるため、当該引用条項を改めるものです。

【内容】

和光市監査委員条例及び和光市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例にお

いて引用している地方自治法第２４３条の２の規定が一部改正により、第２４３条の

２の２に改められるため、当該引用条項を改める。

【施行期日】

令和２年４月１日
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議案第 ５ 号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び公

益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例を定

めることについて

担 当 職員課

【目的】

議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 及 び 公 益 的 法 人 等 へ

の 派 遣 職 員 の 業 務 上 等 の 災 害 補 償 に 係 る 規 定 を 整 備 し た い の で 、 所 要

の 改 正 を 行 う も の で す 。

【内容】

改正の要点

⑴ 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害に伴う補償基礎額の見直しを行いま

す。

⑵ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

公益的法人等への派遣職員の業務上等の災害に係る補償の特例を規定します。

【施行期日】

令和２年４月１日から施行します。

-6-



議案第 ６ 号 職員の服務の宣誓に関する条例及び和光市特別職の職員で非常勤の者

の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を定めること

について

担 当 職員課

【目的】

地 方 公 務 員 法 及 び 地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 等 に 伴 い 、 会 計 年 度 任 用 職

員 等 に 係 る 関 係 条 例 の 規 定 を 整 備 す る た め 、 所 要 の 改 正 を 行 う も の で

す 。

【内容】

改正の要点

⑴ 職員の服務の宣誓に関する条例

会計年度任用職員の服務の宣誓に関する規定を整備します。

⑵ 和光市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例

本条例に定める特別職非常勤職員として、産業振興協議会、行政苦情等調整委

員、スポーツ推進委員、公民連携推進アドバイザーを追加します。

【施行期日】

令和２年４月１日から施行します。
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議案第 ７ 号 市長の給料の減額に関する特例条例を定めることについて

担 当 職員課

【目的】

今回の条例制定は、職員の不祥事に伴う自戒措置として、令和２年４月１日から令

和２年６月３０日までの間、市長の給料の月額を１０分の２減額するものです。

【施行期日】

公布の日から施行します。
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議案第 ８ 号 職員の給与に関する条例及び和光市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 職員課

【目的】

令和元年８月７日の人事院勧告を受け、国家公務員の給与が改定されたことから、

当市においても人事院勧告に準拠して職員の給与を改定するものです。

また、特定業務等従事任期付職員の給料表を廃止し、一般職員と同じ給料表の適用

とするものです。

【内容】

改正の要点

⑴ 給料月額

平成３１年４月１日に遡って、初任給及び若年層の給料月額を平均０．１％引

き上げます。

⑵ 勤勉手当

令和元年度から、支給割合を年間０．０５月分引き上げます。

⑶ 住居手当

令和２年４月１日から、手当額の上限を１，０００円引き上げるとともに、手

当額計算式の改正を行う。
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議 案 第 ９ 号 和光市教育支援センター条例を定めることについて

担 当 学校教育課

【目的】

和光市教育支援センターは、平成１９年に設置し、和光市教育支援センター事業実

施要綱に基づき、教育委員会の事業として運営を行ってまいりました。ここ数年、相

談件数、発達検査の件数も大幅に増加し、業務内容の重要性から、専門的な立場での

支援が必要になっております。そのため行政上の機関として条例に規定することでさ

らなる機能の充実を図るものです。

【内容】

１ 教育支援センターは、次に掲げる業務を行うものとします。

⑴ 児童生徒及びその保護者からの相談等に応じ、指導及び助言を行うこと。

⑵ 適応指導教室において不登校児童生徒に対し、学校生活への復帰に向けた集団

適応指導及び学習指導等を行うこと。

⑶ 前２項に規定するもののほか、教育委員会が教育に関する相談に対応するため

に必要と認めること。

２ 職員については、教育支援センターにセンター長その他必要な職員を置くことが

できるものとします。

【施行期日】

令和２年４月１日
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議案第１０号 災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を定めること

について

担 当 社会援護課

【目的】

災害弔慰金の支給等に関する法律及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令が

改正されたことに伴い、所要の改正を行うものです。

【内容】

主な改正内容

⑴ 法改正による償還金の支払猶予や償還免除、報告、一時償還及び違約金などの関

係条文が変更となったことに伴い、該当箇所の記載を変更します。

⑵ 「災害弔慰金等支給審査委員会」の設置（非常設）

ア 市長の諮問により、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査

審議するための組織として災害弔慰金等支給審査委員会を設置します。

イ 委員は３人で、医師１名、弁護士や行政経験者等から２名とします。

【施行日】

令和２年４月１日から施行します。

別紙 3
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議案第１１号 和光市災害見舞金等支給条例の一部を改正する条例を定めることにつ

いて

担 当 社会援護課

【目的】

補助・扶助事業の見直しに基づき、災害見舞金等の額を近隣市と同程度とするため

条例の改正を行うものです。

【内容】

主な改正内容

災害により被害を受けた市民等に支給する災害見舞金等の額を次のとおり改正しま

す。

⑴ 住家の全焼・全壊等 改正前240,000円 → 改正後100,000円（単身世帯半額）

⑵ 住家の半焼・半壊 改正前120,000円 → 改正後 50,000円（単身世帯半額）

⑶ 住家の床上浸水 改正前 60,000円 → 改正後 30,000円（単身世帯半額）

⑷ 死亡 改正前240,000円 → 改正後100,000円

⑸ 重症 改正前120,000円 → 改正後 50,000円

⑹ 延焼防止活動で被害を被った場合 改正後 一律30,000円（単身世帯半額）

【施行日】

令和２年４月１日から施行します。

別紙 3
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議案第１２号 和光市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例を定めるこ

とについて

担 当 都市整備課

【目的】

生産緑地法の一部改正に伴い、同法第３条第２項の規定に基づき、同法第３条第１項

第２号の規定（５００㎡以上）にかかわらず、市が条例で生産緑地地区の区域の規模に

関する条件を政令で定める基準に従い定めることができることから、良好な生活環境に

資する農地の保全を拡充するため。

【内容】

生産緑地法施行令（昭和４９年政令第２８５号）第３条の規定（３００㎡以上５０

０㎡未満）に基づき、生産緑地地区の区域の規模に関する基準を最小値の３００㎡以

上と規定します。

【施行期日】

令和２年４月１日
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議案第１３号 和光市水道事業給水条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 水道施設課

【目的】

水道法（昭和２７年法律第２９２号）の一部改正に伴い、指定給水装置工事事業者

の指定制度に更新制度が導入されることを受けて、現行の新規指定手数料の改定を含

めた更新手数料の制定について所要の改正を行う必要があるため、この案を提出する

ものです。

【内容】

給水装置工事事業者が当市で給水装置の工事を行うために「和光市水道事業給水条

例」の規定に基づき新規指定を受けますが、水道法の一部改正に伴い、指定給水装置

工事事業者の更新制度が導入され、指定の有効期間が定められます。この改正を受

け、更新手数料を制定するため、現行の新規指定手数料の見直しを実施し、新規指定

手数料の改定及び更新手数料の制定について改正を行うものです。

第７条第４項に指定給水装置工事事業者の事業の運営等に関する詳細な規定につい

て取り扱いを実施するため、新たに規定を設けました。

第３０条第１項第２号の「第７条第１項の指定をする場合 １件につき５，０００

円」を「第７条第１項の指定又は更新をする場合」、「ア 新規 １件につき １０

，０００円」及び「イ 更新 １件につき １０，０００円」に変更・追加したこと

については、水道法の一部改正に伴い更新制が導入されるため、新規指定手数料の見

直しを行い、新規指定手数料及び更新手数料の制定をいたしました。

第３３条第１項の「第５条」を「第６条」に変更ししたことについては、水道法の

一部改正に伴い水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号）が変更となったため、対

応する条文に変更いたしました。

【施行期日】

令和２年４月１日から施行します。
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（参考資料）

各基金の現在高表

令和元年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第４号）議案第１６号

令和元年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第３号）議案第１７号

令和2年和光市議会3月定例会

補正予算関係議案資料

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第５号）議案第１４号

令和元年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）議案第１５号



１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

11
子ども・子育て支援臨
時交付金

262,516 △ 120,114 142,402 保 育 サ ポ ー ト 課

14 ごみ広域処理負担金 3,578 △ 278 3,300 資源リサイクル課

16
国民健康保険保険基
盤安定負担金

45,000 6,677 51,677 健康保険医療課

16
子育てのための施設
等利用給付交付金

131,887 △ 32,317 99,570 保 育 サ ポ ー ト 課

16
個人番号カード交付
事業費補助金

9,599 11,605 21,204 戸 籍 住 民 課

16
社会保障・税番号制
度システム整備費補
助金（総務省分）

0 2,391 2,391 情 報 推 進 課

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第５号）議案第１４号

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 28,889,497千円

補 正 額 157,285千円

補正後予算額 29,046,782千円

（単位：千円）

説 明

幼児教育・保育無償化に伴い、
給付対象となった幼稚園の預か
り保育事業及び認可外保育施
設の利用実績が当初の見込み
よりも下回って推移しているた
め、減額補正するもの。また、県
負担部分については、県を通し
て交付されることとなったため、
併せて減額補正するもの。

令和元年度埼玉県ふるさと創造
資金（広域連携によるスマート
自治体転換等支援事業）の交
付額が変更となったため、朝霞
市からの負担金を減額補正す
るもの。（負担率：均等割）

保険基盤安定繰出金に係る負
担金の額が確定したため、増額
補正するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
給付対象となった幼稚園の預か
り保育事業及び認可外保育施
設の利用実績が当初の見込み
よりも下回って推移しているた
め、減額補正するもの。

通知カード・個人番号カード関
連事務の委任等に係る交付金
については、「マイナンバー
カードの普及とマイナンバーの
利活用の促進に関する方針」に
基づき普及・促進が図られるこ
とに伴い、地方公共団体情報シ
ステム機構（J-LIS）からの請求
額の上昇が見込まれるため、増
額補正するもの。（補助率
10/10）

中間サーバー・プラットフォーム
の次期システム更改関係に係る
補助金の交付があるため、追加
計上するもの。（補助率10/10）
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

16
社会資本整備総合交
付金（道路安全課）

174,401 69,000 243,401 道 路 安 全 課

16
強い農業・担い手づ
くり総合支援交付金

0 569 569 産 業 支 援 課

17
国民健康保険保険基
盤安定負担金

112,500 10,273 122,773 健康保険医療課

17
子どものための教育・
保育給付県費交付金

476,495 53,490 529,985 保 育 サ ポ ー ト 課

17
子育て支援施設等利
用給付費負担金

15,478 34,307 49,785 保 育 サ ポ ー ト 課

17
埼玉県ふるさと創造
資金（資源リサイクル
課）

7,157 △ 557 6,600 資源リサイクル課

17
強い農業・担い手づ
くり総合支援交付金

0 227 227 産 業 支 援 課

18
財政調整基金運用利
子

427 △ 164 263 財 政 課

18
公共用地取得事業基
金運用利子

5 14 19 財 政 課

18
学校教育施設整備基
金運用利子

32 18 50 教 育 総 務 課

18
公共施設整備基金運
用利子

36 △ 16 20 財 政 課

古美山立体橋耐震補強工事に
ついて、令和元年度の国の補
正予算による補助金を要望した
ため、増額補正するもの。

令和元年10月に発生した台風
19号により被災した農業者に対
する支援のための国補助金を
歳入予算として追加計上するも
の。

保険基盤安定繰出金に係る負
担金の額が確定したため、増額
補正するもの。

当初、私立保育園及び新制度
移行幼稚園については、子ど
も・子育て支援臨時交付金とし
て国から交付される予定であっ
たが、県を通して交付されること
となったため、増額補正するも
の。

当初、新制度未移行幼稚園、
預かり保育事業及び認可外保
育事業については、子ども・子
育て支援臨時交付金として国か
ら交付される予定であったが、
県を通して交付されることとなっ
たため、増額補正するもの。

令和元年度埼玉県ふるさと創造
資金（広域連携によるスマート
自治体転換等支援事業）につ
いて、対象事業の契約額が確
定したことから、減額補正するも
の。（補助率：補助対象経費の2
分の1）

令和元年10月に発生した台風
19号により被災した農業者に対
する支援のための県補助金を
歳入予算として追加計上するも
の。

基金運用利子額が確定したた
め、減額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、減額補正するもの。

-16-



款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

18
都市基盤整備基金運
用利子

81 △ 59 22 都 市 整 備 課

18
まちづくり基金運用利
子

8 9 17 総 務 人 権 課

19
まちづくり寄附条例寄
附金

968 8,804 9,772 総 務 人 権 課

20 まちづくり基金繰入金 14,845 97 14,942 総 務 人 権 課

22 雑入（都市整備課） 26,640 △ 9,591 17,049 都 市 整 備 課

23
市民文化センター施
設修繕事業債

13,800 △ 1,600 12,200 財 政 課

23
コミュニティ新施設用
地取得事業債

140,800 △ 16,400 124,400 財 政 課

23
北原小学校放課後こ
ども総合プラン一体
型施設新設事業債

37,400 △ 900 36,500 財 政 課

23 市道道路改良事業債 84,400 △ 7,200 77,200 財 政 課

23
谷戸橋耐震補強事業
債

47,000 △ 6,800 40,200 財 政 課

23
古美山立体橋耐震補
強整備事業債

0 71,000 71,000 財 政 課

23
アーバンアクア公園
整備事業債

16,000 3,100 19,100 財 政 課

23
白子小学校トイレ改
修事業債

7,800 △ 600 7,200 財 政 課

23
新倉小学校トイレ改
修事業債

10,900 △ 200 10,700 財 政 課

23
小学校用地取得事業
債

412,500 82,500 495,000 財 政 課

基金運用利子額が確定したた
め、減額補正するもの。

和光市まちづくり基金に係る利
子額が確定したため、増額補正
するもの。

和光市まちづくり寄附条例に基
づく寄附金を受けたことに伴
い、増額補正するもの。

和光市まちづくり基金を活用し
た事業費が確定したため、増額
補正するもの。

スポーツ振興くじ助成金の助成
額が確定したため、減額補正す
るもの。

起債対象事業費の変更に伴
い、減額補正するもの。

起債対象事業費の変更に伴
い、減額補正するもの。

起債対象事業費等の変更に伴
い、減額補正するもの。

起債種別の調整に伴い、増額
補正するもの。

起債対象事業費等の変更に伴
い、減額補正するもの。

起債対象事業費の変更に伴
い、減額補正するもの。

起債対象事業費の変更に伴
い、減額補正するもの。

当該事業費の財源として、追加
計上するもの。

起債対象事業費等の変更に伴
い、増額補正するもの。

起債対象事業費等の変更に伴
い、減額補正するもの。
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２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

職員人件費
※1議会費から10教
育費までにある同名
称事業の合算

3,407,709 1,749 3,409,458 職 員 課

2 公共用地整備 0 509 509 総 務 人 権 課

2
戸籍住民基本台帳
業務

68,634 11,605 80,239 戸 籍 住 民 課

2
参議院議員通常選
挙

40,078 △ 4,535 35,543
選挙管理委員会
事 務 局

2 埼玉県知事選挙 35,969 △ 7,213 28,756
選挙管理委員会
事 務 局

2
埼玉県議会議員一
般選挙

21,771 △ 1,634 20,137
選挙管理委員会
事 務 局

2
和光市議会議員一
般選挙

51,005 △ 11,887 39,118
選挙管理委員会
事 務 局

2
参議院埼玉県選出
議員補欠選挙

35,045 △ 6,294 28,751
選挙管理委員会
事 務 局

3
国民健康保険特別
会計繰出金

521,843 22,502 544,345 健康保険医療課

（単位：千円）

説 明

給与改定に伴う増額及び収納
課の超過勤務手当の減額につ
いて、差額を増額補正するも
の。

平成２６年３月に市とUR都市機
構で締結した西大和団地再生
事業に関するまちづくり基本協
定書に基づき、保育園併設型
賃貸住宅の建築を行い有効利
活用を図ることとした。その際、
UR都市機構の解体費用の増加
が認められるときは、土地建物
売買契約書に関する確認書に
基づき、市が解体工事に係る費
用を負担することとしているた
め、追加計上するもの。

通知カード・個人番号カード関
連事務の委任等に係る交付金
については、「マイナンバー
カードの普及とマイナンバーの
利活用の促進に関する方針」に
基づき普及・促進が図られること
に伴い、地方公共団体情報シ
ステム機構（J-LIS）からの請求
額の上昇が見込まれるため、増
額補正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。
また、平成30年度埼玉県議会
議員一般選挙執行経費交付金
の精算に伴う返還金を増額補
正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。

保険基盤安定繰出金、財政安
定化支援事業繰出金の額が確
定したため、増額補正をするも
の。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

3
教育・保育給付費等
支給管理

29,520 △ 890 28,630 保 育 サ ポ ー ト 課

3
教育・保育給付費等
支給

3,244,948 △ 44,018 3,200,930 保 育 サ ポ ー ト 課

4 ごみ広域処理 18,950 △ 5,500 13,450 資源リサイクル課

6 都市農業支援 3,820 1,025 4,845 産 業 支 援 課

7
新産業創出育成支
援

5,742 266 6,008 産 業 支 援 課

7 中小企業資金融資 9,968 600 10,568 産 業 支 援 課

8 道路補修 290,750 140,000 430,750 道 路 安 全 課

8
都市基盤整備基金
積立

100,081 △ 59 100,022 都 市 整 備 課

幼児教育・保育無償化に伴う償
還払いの事務補助として臨時
職員２名の雇用を予定していた
が、当初の見込みよりも事務量
が少なく推移していることから、
１名の雇用を見送ったため、減
額補正するもの。

幼児教育・保育無償化に伴い、
新たに創設された子育てのため
の施設等利用給付の実績が当
初の見込みよりも下回って推移
しているため、減額補正するも
の。
また、平成30年度子ども・子育
て支援交付金及び保育対策総
合支援事業費補助金の実績報
告において返還金が生じたた
め、併せて増額補正するもの。

ごみ処理広域化基本構想等策
定業務委託料について契約額
に基づき減額補正する。また、
新たに設立する一部事務組合
が建設用地の取得手続きを行う
ため、測量及び不動産鑑定業
務委託料を減額補正するもの。

令和元年10月に発生した台風
19号により被災した農業者に対
し、農産物の生産に必要な機械
の購入を支援するため、増額補
正するもの。

和光理研インキュベーションプ
ラザへの新たな企業の入居に
伴い、新事業創出型事業補助
金を増額補正するもの。

和光市公衆浴場近代化設備資
金補助金交付要綱第3条の規
定に基づく補助金交付申請に
対し、市負担分について増額補
正するもの。

古美山立体橋耐震補強工事に
ついて、国の補正予算による補
助金を活用するために事業を
前倒しすることから、増額補正
するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、減額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

8
和光北インター東部
地区まちづくり推進

128,040 △ 8,584 119,456 都 市 整 備 課

8
長期未着手土地区
画整理事業の見直し
業務

5,119 △ 5,119 0 都 市 整 備 課

8
駅北口土地区画整
理事業特別会計繰
出金

453,900 △ 65,554 388,346 都 市 整 備 課

8
アーバンアクア公園
整備

86,490 △ 2,404 84,086 都 市 整 備 課

10
学校教育施設整備
基金積立

32 18 50 教 育 総 務 課

10 小学校管理運営 230,004 △ 3,029 226,975 教 育 総 務 課

10 体育施設整備 38,497 △ 20,000 18,497 スポーツ青少年課

12 財政調整基金積立 602,507 156,920 759,427 財 政 課

12
公共用地取得事業
基金積立

200,005 14 200,019 財 政 課

12
公共施設整備基金
積立

50,036 △ 16 50,020 財 政 課

12 まちづくり基金積立 976 8,813 9,789 総 務 人 権 課

事業認可に向けた手続の進捗
状況に併せて、環境影響評価
業務を進める必要があるため、
減額補正するもの。

見直し方針案の策定に至らな
かったため、減額補正するも
の。

事業費の減額に伴い、減額補
正するもの。

入札差金等による不用額が発
生したため、減額補正するも
の。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

第三小学校、下新倉小学校の
学校用地取得に伴い、該当す
る土地賃借料を減額補正するも
の。

坂下庭球場原状回復工事に伴
い、設計額が確定したことから、
不用額について減額補正する
もの。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、減額補正するもの。

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。
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３　繰越明許費

（追加） （単位：千円）

款 項 事　業 金　額

２ 総務費 ８　自治振興費
コミュニティ施設整備
（新施設設計事業）

18,150

６ 農林水産業費 １　農業費
都市農業支援

(強い農業・担い手づくり総合支援交付金）
1,025

８ 土木費

１　道路橋りょう費

道路補修
（古美山立体橋耐震補強事業）

140,000

道路補修
（谷戸橋耐震補強事業）

95,000

道路補修
（芝屋橋修繕事業）

45,659

道路整備
（市道2002号線他道路改良事業）

30,170

道路整備
（市道406号線道路改良事業）

35,000

道路整備
（芝宮橋整備事業）

122,025

３　都市計画費

越後山土地区画整理組合活動支援
（和光市組合等まちづくり整備事業）

190,500

白子三丁目中央土地区画整理組合活動支
援

（和光市組合等社会資本整備
総合交付金事業）

138,297

１０ 教育費 ３　中学校費
中学校施設整備

（中学校屋上防水改修事業）
11,095
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４　地方債

（追加） (単位：千円)

（変更） (単位：千円)

起 債 の 目 的 限 度 額

古美山立体橋耐震補強整備事業 71,000

起 債 の 目 的
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

市民文化センター施設修繕事業 13,800 12,200

コミュニティ新施設用地取得事業 140,800 124,400

北原小学校放課後こども総合プラン一体型施
設新設事業

37,400 36,500

市道道路改良事業 84,400 77,200

谷戸橋耐震補強事業 47,000 40,200

アーバンアクア公園整備事業 16,000 19,100

白子小学校トイレ改修事業 7,800 7,200

新倉小学校トイレ改修事業 10,900 10,700

小学校用地取得事業 412,500 495,000
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

6
財政調整基金預金
利子

1 692 693 健康保険医療課

7
保険基盤安定繰入
金(保険税軽減分)

120,000 9,247 129,247 健康保険医療課

7
保険基盤安定繰入
金(保険者支援分)

90,000 13,355 103,355 健康保険医療課

7
財政安定化支援事
業繰入金

100 △ 100 0 健康保険医療課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

6 基金積立金 236,534 8,085 244,619 健康保険医療課

7
保険給付費等交付
金償還金

1 15,109 15,110 健康保険医療課

令和元年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）議案第１５号

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 6,610,583千円

補 正 額 23,194千円

補正後予算額 6,633,777千円

（単位：千円）

説 明

基金運用利子額が確定したた
め、増額補正するもの。

繰入金額が確定したため、予算
額との差異を増額補正するも
の。

繰入金額が確定したため、予算
額との差異を増額補正するも
の。

繰入金額が確定したため、予算
額との差異を減額補正するも
の。

（単位：千円）

説 明

財政調整基金
残高（補正後）1,160,581千円

平成３０年度保険給付費等交付
金（普通交付金）の額が確定
し、償還金が生じたため、増額
補正するもの。
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１　歳入

款 区分 （細節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
保険者機能強化推
進交付金

1 9,648 9,649 長寿あんしん課

5
介護給付費準備基
金運用利子

1 64 65 長寿あんしん課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

8
介護給付費準備基
金積立

45,469 9,712 55,181 長寿あんしん課

令和元年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第４号）議案第１６号

（　市長査定資料　）
予 算 現 額 3,718,088千円

補 正 額 9,712千円

補正後予算額 3,727,800千円

（単位：千円）

説 明

保険者機能強化推進交付金の
金額が確定したため、増額補正
するもの。

預金利子が確定したため、増額
補正するもの。

（単位：千円）

説 明

保険者機能強化推進交付金の
交付に伴い、増額補正するも
の。
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2 一般会計繰入金 453,900 △ 65,554 388,346
駅北口土地区画
整理事業事務所

5
駅北口土地区画整
理事業債

469,200 △ 180,000 289,200
駅北口土地区画
整理事業事務所

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
駅北口土地区画整
理推進（駅北）

946,786 △ 245,554 701,232
駅北口土地区画
整理事業事務所

令和元年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第３号）議案第１７号

（　市長査定資料　）
予 算 現 額 1,028,967千円

補 正 額 △ 245,554千円

補正後予算額 783,413千円

（単位：千円）

説 明

事業費減額に伴い、一般会計
繰入金を減額補正するもの。

地方道路等整備事業債対象事
業費の減額に伴い、区画整理事
業債を減額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

委託料については、埋蔵文化財
調査及び事業計画・換地計画変
更等業務の執行が困難のため
減額。補償・補填及び賠償金に
ついては、電柱移設箇所数の減
少及び建物移転・損失補償対象
の箇所数の減少のため減額補
正するもの。
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３　繰越明許費

（追加）

４　地方債

（変更） (単位：千円)

（単位：千円）

款 項 事　業 金　額

２ 区画整理事業費 １　事業費
駅北口土地区画整理推進（駅北）

（区画道路築造整備事業）
99,000

起 債 の 目 的
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業 469,200 289,200
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（参考資料）

積  立  額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金 1,312,715 156,920 1,469,635

市 債 管 理 基 金 0 0

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金 105,673 18 105,691

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金 123,584 14 123,598

公 共 施 設 整 備 基 金 84,426 △ 16 84,410

都 市 基 盤 整 備 基 金 138,276 △ 59 138,217

学 校 建 設 基 金 0 0

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 3,201 3,201

ま ち づ く り 基 金 26,308 8,813 97 35,024

小 計 1,794,183 165,690 97 1,959,776

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 1,152,496 8,085 1,160,581

介 護 保 険 介 護 給 付 費 準 備 基 金 153,514 9,712 163,226

介 護 保 険 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等
一 部 負 担 金 に 係 る 資 金 貸 付 基 金

5,000 5,000

小 計 1,311,010 17,797 0 1,328,807

3,105,193 183,487 97 3,288,583

　各基金の現在高表

（単位：千円）

会計
区分

基　　　金　　　名
補  正  前
現  在  高

積立及び取崩の状況 補  正  後
現  在  高

一
般
会
計

特
別
会
計

合 計
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令和２年度埼玉県和光市水道事業会計予算　議案第２３号

令和２年度埼玉県和光市下水道事業会計予算　議案第２４号

令和２年度埼玉県和光市介護保険特別会計予算　議案第２１号

令和２年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算　議案第２２号

令和2年和光市議会3月定例会

令和２年度当初予算議案の概要

令和２年度埼玉県和光市一般会計予算　議案第１８号

令和２年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計予算　議案第１９号

令和２年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計予算　議案第２０号



令和２年度一般会計予算（議案第１８号）の概要

１ 基本方針

令和２年度の当初予算については、まちづくりの分野において、引き続き駅北口土地区

画整理事業を推進するほか、駅北口地区高度利用化や和光北インター東部地区のまちづく

りについても事業化に向けた経費を計上している。また、公共施設の老朽化対策として、

広沢複合施設や新規コミュニティ施設の整備を推進するとともに、みなみ保育園大規模改

修工事や朝霞市とのごみ処理広域化に向けた経費を計上している。福祉分野では、障害者

相談支援拠点として北第２地域生活支援センターの開設、保育所等及び学童クラブの待機

児童対策として認定こども園や北原小学校放課後子ども総合プラン一体型施設の整備に係

る経費を計上している。

予算編成にあたっては、「選択と集中」の考え方のもと、限りある経営資源を必要性・重

要性の高い施策に配分するとともに、事業に合わせた基金の活用や市債の発行などにより、

所要の財源を確保した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ２７８億６，７００万円

（対前年度比 １７億５，５００万円、６．７％の増）

⑴ 市税の状況

市税合計額 １５１億３，１７５万円

（対前年度比 １億４，６５０万２千円、１．０％の増）

【主要税目の状況】

・個人市民税 ４，０７４万円増加(対前年度比 ０．６％の増)

・法人市民税 ３，１４８万円減少(対前年度比 ６．６％の減)

・固定資産税 １億２，０２２万円増加(対前年度比 ２．０％の増)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較
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⑵ 市債の状況

市債合計 １７億５，０８０万円

（対前年度比 ８億５６０万円、８５．２％の増）

・広沢複合施設整備事業債 ６億２５０万円

・市民文化センター施設修繕事業債 ９６０万円

・コミュニティ施設整備事業債 ２億４３０万円

・生活介護施設改修事業債 １，８５０万円

・認定こども園整備支援事業債 ２，５７０万円

・みなみ保育園大規模改修事業債 １億５００万円

・焼却施設改修事業債 ３，７２０万円

・市道舗装補修事業債 ３，９９０万円

・芝宮橋整備事業債 ４，９４０万円

・西寺の上橋耐震補強事業債 ２，０２０万円

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債 ２億８，７６０万円

・アーバンアクア公園整備事業債 １億３，１３０万円

・午王山緑地用地取得事業債 １億４，０００万円

・防災行政無線整備事業債 ６００万円

・防災倉庫整備事業債 ９９０万円

・北原小特別支援学級等整備事業債 ３，２００万円

・第二中特別支援学級等整備事業債 ３，１７０万円

令和２年度末における一般会計地方債現在高の見込額

１６９億１，００６万４千円(元年度から３，２０２万３千円の減)
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⑶ 基金の積立及び取崩状況

基金繰入金の合計 ８億１，９５４万５千円

（対前年度比 ５，６４１万９千円、７．４％の増）

地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １４億７，２００万円

うち消費税率引き上げ分 ７億８，６００万円

社会保障施策に要する経費 １０７億７，０９４万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 １億３，６７６万円

・老人福祉措置費 １，１００万円

・保育園費 ３億９，３８０万円

・幼稚園費 ３，３８０万円

・学童クラブ費 ３，６９４万円

・生活保護費 １億４，６９８万円

・予防費 ２，６７２万円

（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金
(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 35,024 5 9,414 25,615 

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

(森林整備及びその促進費用に充てる基金)

合 計 1,959,776 6,728 819,545 1,146,959 

令 和 2 年 度
基　　　金　　　名

令和元年度末
現在高見込額

令 和 2 年 度 末
現在高見込額

1,469,635 81 660,131 809,585 

105,691 11 0 105,702 

123,598 22 0 123,620 

84,410 4 50,000 34,414 

138,217 4 100,000 38,221 

3,201 6,601 0 9,802 
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都市計画税の使途予定について

（単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

都市計画税 そ の 他

街 路 整 備 0 0 0 0 

公 園 整 備 186,015 131,300 43,543 11,172 

下水道整備 352,554 0 280,565 71,989 

焼却場整備 0 0 0 0 

都市計画事業　計 538,569 131,300 324,108 83,161 

区 画 整 理 事 業 853,371 287,600 450,245 115,526 

地 方 債 償 還 434,612 0 345,867 88,745 

合 計 1,826,552 418,900 1,120,220 287,432 

特 定 財 源

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、
　充当しています。
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 15,131,750 14,985,248 146,502 1.0

2 116,600 99,000 17,600 17.8

3 6,000 16,000 △ 10,000 △ 62.5

4 43,000 60,000 △ 17,000 △ 28.3

5 25,000 67,000 △ 42,000 △ 62.7

6 38,000 0 38,000 皆増

7 1,472,000 1,294,000 178,000 13.8

8 1,300 1,368 △ 68 △ 5.0

9 17,000 7,300 9,700 132.9

10 450 400 50 12.5

11 72,000 84,000 △ 12,000 △ 14.3

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 7,000 0 0.0

14 409,273 749,515 △ 340,242 △ 45.4

15 305,521 292,217 13,304 4.6

16 4,875,156 4,154,276 720,880 17.4

17 1,999,241 1,727,306 271,935 15.7

18 11,269 10,999 270 2.5

19 2 1 1 100.0

20 819,546 763,127 56,419 7.4

21 500,000 500,000 0 0.0

22 256,092 320,043 △ 63,951 △ 20.0

23 1,750,800 945,200 805,600 85.2

△ 0 18,000 △ 18,000 皆減

27,867,000 26,112,000 1,755,000 6.7

諸収入

市債

自動車取得税交付金

歳　入　合　計

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

令和２年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 219,285 220,167 △ 882 △ 0.4

2 4,106,581 3,266,547 840,034 25.7

3 13,653,698 12,686,960 966,738 7.6

4 1,773,923 1,627,338 146,585 9.0

5 65,785 63,143 2,642 4.2

6 52,235 52,060 175 0.3

7 85,050 71,479 13,571 19.0

8 2,689,502 3,058,730 △ 369,228 △ 12.1

9 948,812 942,569 6,243 0.7

10 2,350,202 2,131,718 218,484 10.2

11 1,890,214 1,965,812 △ 75,598 △ 3.8

12 6,713 477 6,236 1,307.3

13 25,000 25,000 0 0.0

27,867,000 26,112,000 1,755,000 6.7

公債費

諸支出金

予備費

歳　出　合　計

土木費

消防費

教育費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

歳　出　科　目

議会費

総務費

民生費

令和２年度一般会計歳出予算概要
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令和２年度国民健康保険特別会計予算（議案第１９号）の概要

１ 基本方針

令和２年度は、「第１期和光市国民健康保険事業計画」の最終年度となり、引き続き

同計画に基づき、地域包括ケアシステムの推進を踏まえた保健事業の実施による健康寿

命の延伸、被保険者の QOL の向上及び医療費適正化を中心とした被保険者負担の軽減を

基本理念として安定的な財政運営を図っていく。また、「第２期和光市国民健康保険事

業計画」策定に向けて、令和３年度からの３か年の国民健康保険税率等の検討を行って

いく。

当市の国民健康保険特別会計の財政状況においては、被保険者数の減少に伴う国民健

康保険税収入の減少が見込まれている。また、被保険者の負担軽減のため、一般会計か

らの法定外繰入金を２億５千万円繰り入れている状況であり、引き続き財政運営は厳し

いものとなっている。

令和２年度予算では、国民健康保険事業費納付金に見合う財源を確保するため、次の

視点に考慮した予算編成を行い、更なる医療費適正化・収納率の向上について効果的な

対策を講じ、国民健康保険財政の健全化を推進する。

保健事業の推進

特定健診の未受診者対策の強化や特定保健指導の終了率の向上、生活習慣病重

症化予防対策事業による人工透析移行の防止、脳梗塞・心筋梗塞の入院再発を予防

する取組、健康マイレージ、健康サポート訪問事業等の実施により、被保険者の健

康の保持・増進と医療費の適正化を図る。

自主財源の確保

口座振替の加入促進、納税サポートセンターによる初期滞納への早期着手等に

より、収納率の向上を図る。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６２億３，７１５万円

（対前年度比 １億３，３９１万９千円、 ２．１％減）
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Ⅰ 被保険者数の状況

項 目 説 明

１ 世帯数

２ 被保険者数

平成 30 年度平均 10,248 世帯

令和元年度平均見込 10,042 世帯

令和 02 年度平均見込 9,840 世帯

（対前年増減 △2.01％）

平成 30 年度平均 15,254 人

令和元年度平均見込 14,737 人

令和 02 年度平均見込 14,271 人

（対前年増減 △3.16％）

一般被保険者

平成 30 年度平均 15,196 人

令和元年度平均見込 14,726 人

令和 02 年度平均見込 14,271 人

（対前年増減 △3.09％）

退職被保険者

平成 30 年度平均 58 人

令和元年度平均見込 11 人

令和 02 年度平均見込 0人
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Ⅱ 歳入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,463,877 現年課税分 1,351,352 千円

（対前年増減 △2.94％）

ア 一般分 1,351,349 千円

調定額 1,472,059 千円

収納率 91.8％

イ 退職分 3千円

滞納繰越分 112,525 千円

（対前年増減 2.74％）

ア 一般分 110,833 千円

イ 退職分 1,692 千円

２ 一部負担金 2

３ 使用料及び手数料 2

４ 国庫支出金 4,456 社会保障・税番号制度システム整備費補助金

災害臨時特例補助金

５ 県支出金 4,133,910 保険給付費等交付金

ア 普通交付金 4,072,516 千円

イ 特別交付金 61,394 千円

６ 財産収入 1 預金利子

７ 繰入金 562,945 一般会計繰入金 525,309 千円

ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

120,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

90,000 千円

ウ 事務費繰入金 41,409 千円

エ 出産育児一時金繰入金 23,800 千円

オ 財政安定化支援事業繰入金 100 千円

カ その他繰入金 250,000 千円

基金繰入金 37,636 千円

財政調整基金繰入金

８ 繰越金 40,000

９ 諸収入 31,957

歳入合計 6,237,150
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Ⅲ 歳出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 46,864

２ 保険給付費 4,112,632 一般被保険者分 4,060,008 千円

（対前年増減 △0.05％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,511,440 千円

イ 療養費 55,992 千円

ウ 高額療養費 491,616 千円

⑵ 退職被保険者分 3,527 千円

⑶ 審査支払手数料 9,629 千円

⑷ 出産育児一時金 35,700 千円

（42 万円×85 件）

⑸ 葬祭費 3,750 千円

（5万円×75 件）

３ 国民健康保険

事業費納付金

1,946,983 一般被保険者分 1,945,386 千円

退職被保険者分 1,597 千円

４ 共同事業拠出金 1 退職者医療共同事業拠出金

５ 保健事業費 110,313 保健衛生普及活動 17,719 千円

参考・主な内容

ア 生活習慣病重症化予防対策事業

イ 健康マイレージ事業

ウ ジェネリック医薬品差額通知作成等業務

特定健康診査・特定保健指導 92,594 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査等委託料

イ 特定保健指導委託料

６ 基金積立金 1 財政調整基金運用利子分

７ 諸支出金 10,356

８ 予備費 10,000

歳出合計 6,237,150
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令和２年度後期高齢者医療特別会計予算（議案第２０号）の概要

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害がある

方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、平成

２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営の共同

処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県後期高齢

者医療広域連合によると、埼玉県における令和元年度の被保険者数は９１万２千人であり、

被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本制度の持続可能性の確保が求め

られている。

令和２年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、広域連合が推計した市負担

金算定に用いる諸係数及び当市における７５歳以上の被保険者数に基づき予算を編成して

いる。

主な歳入については、保険者である埼玉県後期高齢者医療広域連合が被保険者数から算

出した各構成市町村の保険料賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と高齢者の医療

の確保に関する法律第９９条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相

当額を補完するための財源を一般会計からの繰り入れにより「保険基盤安定繰入金」とし

て計上している。

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金及び保険基盤

安定負担金のほか、被保険者の資格喪失による保険料還付金等を計上している。

算出の基礎となった当市の被保険者数は７，１３２人で、前年度に比べて３４人減少し

ているが、保険料均等割額の軽減特例措置が縮小・廃止されることに伴い、予算額は２，

９１２万９千円、３．９％の増となっている。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ７億７，１１４万３千円

（対前年度比 ２，９１２万９千円、３．９％の増）
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歳 入 単位：千円

歳 出 単位：千円

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 673,146

特別徴収保険料 333,140
現年度分普通徴収保険料 336,606
過年度分普通徴収保険料 3,400

項１ 後期高齢者医療保険料 673,146
目１ 後期高齢者医療保険料 673,146

款２ 繰入金 96,342
項１ 一般会計繰入金 96,342

目１ 保険基盤安定繰入金 96,342

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1

目１ 繰越金 1
款４ 諸収入 1,654

項１ 延滞金、加算金及び過料 401
目１ 延滞金

目２ 過料

400
1

項２ 償還金及び還付加算金 1,250

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
50

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1

項４ 雑入 2
目１ 滞納処分費

目２ 雑入

1
1

歳 入 合 計 771,143

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合納付金 769,889
項１ 後期高齢者医療広域連合納付

金

769,889

目１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

769,889

款２ 諸支出金 1,251
項１ 償還金及び還付加算金 1,250

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
50

項２ 諸支出金 1
目１ 一般会計繰出金 1

款３ 予備費 3
項１ 予備費 3

目１ 予備費 3

歳 出 合 計 771,143

-39-



令和２年度介護保険特別会計予算（議案第２１号）の概要

１ 基本方針

第７期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画（長寿あんしんプラン）は、「地域包括

ケアシステムの完全機能化による市民の生活の質（ＱＯＬ）の向上」を基本目標として、

これまで積み上げてきた地域包括ケアシステムの更なる推進を図ってきた。

計画の最終年度となる令和２年度の和光市介護保険特別会計は、この基本目標を踏まえ、

「包括ケアマネジメントの定着」「地域に根差した介護予防」「在宅介護と医療の連携」

を更に強化していく。また、増加する認知症高齢者の、全ての状態に対応するようなサー

ビス提供基盤の整備を進める等、第８期介護保険事業計画を見据えて予算を編成した。

⑴ 歳出（令和２年度の事業計画）

令和２年度予算の歳出のうち、保険給付費である居宅サービス費、施設サービス費

及び地域密着型サービス費については、直近の給付実績を考慮し、必要量から供給量

を推計し計上した。

また、平成３０年度から新たに新設された保険者機能強化推進交付金を活用しなが

ら事業を運営していくとともに、地域支援事業については、介護予防・日常生活支援

総合事業を引き続き充実させ、地域に根差した介護予防を推進するため、住民運営の

通いの場所づくりとして、介護予防活動支援事業を新設した。包括的支援事業として

は、地域ケア会議の充実、認知症施策の推進及び切れ目のない在宅医療・介護の実現

にむけて、医療介護の連携を推進するための経費を計上している。

⑵ 歳入

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金で構成されている。

歳入の２５．２％を占める介護保険料については、第７期基準月額４，５９８円を

基礎とし、被保険者数が１．０１７％増加することにより、保険料収入は１．８％増

加することを見込み、予算計上している。

また、歳入の５５．９％を占める国・県・支払基金からの負担金については、歳出

に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの負担
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割合を乗じて計上している。

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、歳入予算の１７．

７％にあたる一般会計及び介護給付費準備基金からの繰入金を計上し、予算全体を調

製した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ３６億８,２３０万１千円

（対前年度比 ７,９９７万５千円、２．２％の増）
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一般状況

科 目 予 算 額 説 明

１ 第一号被保険者数

２ 高齢化率

３ 保険料基準額

年間平均 １４，９８８人

（対前年比 ３０２人 ２．１％の増）

前期高齢者数（６５～７４歳）

７，８３２人

（対前年比 １３４人 １．７％の増）

後期高齢者数（７５歳以上）

７，１５６人

（対前年比 １６８人 ２．４％の増）

１７．９％

（対前年比 ０．３ポイントの増）

４，５９８円

(前年と同額)
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歳 入 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 介護保険料

２ 国庫支出金

３ 支払基金交付金

４ 県支出金

６ 繰入金

その他

９２８，８２５

６９５，５８０

９０３，８２７

４６１，４３６

６９２，３６２

２７１

現年度分特別徴収保険料 ８２９，８９５

現年度分普通徴収保険料 ９５，３９１

滞納繰越分普通徴収保険料 ３，５３９

介護給付費負担金 ６０５，５９４

調整交付金 ３８，８３０

地域支援事業交付金 ５１，１５５

保険者機能強化推進交付金 １

介護給付費交付金 ８６１，１４２

地域支援事業支援交付金 ４２，６８５

介護給付費負担金 ４３０，９６６

地域支援事業交付金 ２９，５２９

介護保険事業費補助金 ９３９

財政安定化基金支出金 ２

介護給付費繰入金 ３９８，６７７

事務費繰入金等 １９８，２１８

低所得者軽減負担金繰入金 ６，５７４

その他一般会計繰入金 １７，１８６

地域支援事業繰入金 ２９，５２９

介護給付費準備基金繰入金 ４２，１７８

その他 ２７１
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歳 出 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 総務費

２ 保険給付費

介護等サービス諸費

介護予防サービス等諸

費

その他諸費

高額介護等サービス諸

費

特定入所者介護サービ

ス等費

３ 財政安定化基金拠出

金

１９８，２１８

３，１８９，４１９

２，９５４，１３９

５２，０９８

２，３１１

１２８，８９２

５１，９７９

２

一般管理費 １３，８３８

連合会負担金 １１

賦課徴収費 ４，０５３

介護認定審査会費 １４，３３２

認定調査業務 １９，３５８

運営協議会費 ３６６

地域包括支援センター事業費

１４４，０８４

趣旨普及費 ２，１７６

居宅サービス系の実給付費

２，３６０，３３９

施設サービス系の実給付費

５９３，８００

介護予防サービス費他 ５２，０９８

審査支払手数料 ２，３１０

その他 １

高額介護等サービス費 １２８，７９２

高額介護予防サービス費 １００

特定入所者介護サービス費他

５１，９７９

科目設定 ２
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科 目 予 算 額 説 明

４ 市町村特別給付費

５ 地域支援事業費

６ 利用者負担額軽減制

度事業費

７ 保健福祉事業費

その他

６７，４９２

２０８，８３９

１，２５２

１５，３７５

１，７０４

紙おむつ等サービス費 ３７，９３６

地域送迎サービス費 １６，４２６

食の自立・栄養改善サービス費 １３，１３０

介護予防・日常生活支援総合事業費

１５８，０９３

包括的支援事業・任意事業費

５０，７４６

利用者負担額軽減制度事業費 １，２５２

介護予防スクリーニング事業 ５，１９２

健康増進・介護者リフレッシュ ４，２７８

地域介護予防 ２７８

介護予防強化サービス事業 ５，６２７

その他 １，７０４
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令和２年度和光都市計画事業和光市駅北口

土地区画整理事業特別会計予算（議案第２２号）の概要

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利用

の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形成、

交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくりを目指

す都市基盤整備事業である。

令和２年度の予算編成は、前年度に引続き街路築造及び宅地造成等工事を実施するため

工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務、工事

実施設計業務等の委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ９億９，５６６万３千円

（対前年度比 ２，７８６万円 ２．７％の減）
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　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 国 庫 支 出 金 125,500 142,000 △ 16,500 △ 11.6

２ 繰 入 金 455,361 495,421 △ 40,060 △ 8.1

3 繰 越 金 1 1 0 0.0

４ 諸 収 入 1 1 0 0.0

５ 市 債 414,800 386,100 28,700 7.4

995,663 1,023,523 △ 27,860 △ 2.7

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 89,010 88,661 349 0.4

２ 区 画 整 理 事 業 費 906,153 934,362 △ 28,209 △ 3.0

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

995,663 1,023,523 △ 27,860 △ 2.7歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款
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令和２年度水道事業会計の主な予算内容（議案第２３号の概要）

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １,５３３,２９４千円

事業費 １,３７１,６５６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１，３６４，０７９

１６９,１１５

１００

総給水量 ９,３３９,０００

総有収水量 ９,０４０,０００

有収率 ９６．８％

・給水収益 １,１２９,６４４千円

・受託工事収益 ５,６４２千円

・配水管工事負担金 ４６,６６２千円

・加入金 １２６,２１４千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ５０,２０４千円

・長期前受金戻入 １６１,７３１千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１,３６０,５１０

５,５４６

６００

５,０００

・県水受水費 ４５６,８１４千円

・動力費 ５７,８３６千円

・浄水場運転管理等委託料 ７１,２８０千円

・量水器満期交換 １８,４２２千円

・水道料金等徴収等委託料 １０１,９０２千円

・貸倒引当金繰入額 １,１０６千円

・減価償却費 ３８１,６４９千円

・固定資産除却費 ３,７４６千円

・企業債利息 ５,５４４千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 １８,６５２千円

資本的支出 ６３３,９０９千円

※ 主要な建設改良事業

１０号取水井戸更新事業 １４７,５１０千円

南浄水場自家用発電機更新事業（２か年継続事業） １０３,１２５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金

補 償 金

３,１５３

１５,４９９

・一般会計負担金 ３,１５３千円

・１０号取水井戸移転補償金 １５,４９９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

予 備 費

５８９,１９６

３９,７１３

５,０００

・給配水管布設費 ２４９,５９０千円

・浄水場施設改良費 ３１１,９０５千円

・企業債償還金 ３９,７１３千円
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令和２年度下水道事業会計の主な予算内容（議案第２４号の概要）

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １,１８７,４７６千円

事業費 １,０４２,０４４千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

９４７，７２２

２３９,７３９

１５

有収水量 ８,８０４,０００㎥

・下水道使用料 ６７６,２８３千円

・他会計負担金 ２７１,２３７千円

・指定工事店等手数料等 ２０２千円

・預金利息 ４千円

・他会計補助金 ６７,１８２千円

・長期前受金戻入 １６８,５００千円

・下水道施設占用料等 ４,０５３千円

・過年度損益修正益 １５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

９７３,５５８

６３,１８６

３００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) １０,１１０千円

(汚水) ３４,４２９千円

・施設維持等修繕 （雨水） ７，７３３千円

（汚水） ３２,５１６千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託

５５,２２５千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２９２,５４３千円

・貸倒引当金繰入額 ７１５千円

・減価償却費 ４７４,８９１千円

・下水道事業債利子償還金 ５５,７３９千円

・消費税及び地方消費税 ５,４４６千円

・過年度損益修正損 ３００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ８３４,９８６千円

資本的支出 １，２３９，４４３千円

※ 主要な建設改良事業

越戸川第１号雨水幹線整備工事(２か年継続事業) ５７０,８００千円

谷中川第４号雨水幹線整備工事(２か年継続事業) ４０,０００千円

下水道事業耐震対策工事（東部第１号汚水幹線） ８７,０００千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

補 助 金

他会計補助金

負 担 金

貸付金償還金

５２７,１００

２７９,０００

１４,１３５

１４,６３１

１２０

・建設改良費等企業債 ５２７,１００千円

・国庫補助金 ２７９,０００千円

・他会計補助金 １４,１３５千円

・工事負担金 １４,６３１千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

８６４，７２５

３６９，４１８

３００

５,０００

・工事請負費(雨水) ６１５,３９８千円

(汚水) １４４,３９１千円

・委託料 (雨水) ７,１６１千円

(汚水) ５５０千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

５２,５９２千円

・下水道事業債元金償還金 ３６９,４１８千円

・水洗便所改造資金貸付金 ３００千円
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